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在日韓国・朝鮮人の民族教育、国際理解教育の推進を求める要望書

貴教育委員会が、人権尊重の教育を柱に「在日韓国・朝鮮人問題に関する指導の指針」（以下「指導の指針」）などをもとに、在日韓国・朝鮮人の民族教育・国際理解教育推進に積極的にとりくんでこられたことに対して、敬意を表します。

一方、学校園では民族差別事象は未だなくならず、在日韓国人の多くは生活に不便を強いられる懸念があるため「日本名」使用を余儀なくされ、教員の管理職受験は認められていません。また、国際結婚によりダブルの子どもたちが増えていますが、実態を把握できていないため、結果的に当該児童・生徒の両親の文化・習慣や子ども自身の存在を無視することに繋がりかねません。

貴委員会がこれらの状況をふまえ、民族教育・国際理解教育をいっそう推進し、外国人の子どもたちが安心して本名で通うことができるような多民族・多文化共生教育が大阪府内の学校園に定着するよう、下記のとおり要望いたします。

特別要望事項

１．「人権教育教材」の進捗状況と今後の予定を教えてください。

２．外国籍教員の採用時の資格を「教諭（指導専任）」から本来の「教諭」に戻し、管理職任用試験の受験資格を認めてください。

３．大阪府版「教育振興基本計画」策定の予定を教えてください。また、「大阪の教育力」向上プランの基本方針９重点項目30に示された人権教育・国際理解教育推進の進捗状況を教えてください。
４．府立Ａ高校が、「指導の指針」に反した内容の、卒業証書などの作成のための調査用紙を長期間にわたって使用してきたことを重く受け止め、府立高校において管理職・教員が「指導の指針」の趣旨を共有認識し、卒業証書の本名記載が徹底されるよう指導してください。
５．大阪市立中学校で起きたタイからの子どもの入学拒否事件を教訓とし、在日外国人の児童生徒に対する正しい認識を持つことができるよう『指導資料』を作成してください。また、管理職・教員を対象に、在日韓国・朝鮮人をはじめとする在日外国人に係わる人権研修を計画的に実施し、在日外国人を講師として積極的に招請してください。

要望事項

Ⅰ　「指導の指針」「人権教育推進プラン」の具現化
１．大阪府内のすべての市町村教育委員会が「在日外国人教育に関する指導方針/指針」を策定し、貴委員会「指導の指針」に示された本名指導の趣旨に沿った内容に改訂するよう指導してください。
２．市町村教育委員会が策定した「在日外国人教育に関する指導方針/指針」や民族学校の存在をホームページなどで市民に広報するよう指導してください。

３．昨年度に発生した民族差別事象の傾向と課題を明らかにし、校内研修の充実などにより民族差別を根絶してください。また、差別事象プロジェクトチーム会議の主な取り組み内容を教えてください。

４．在日外国人が本名を使用できる環境を醸成するために、各市町村教育委員会や府立学校に、次の項目について指導してください。

　①「就学案内」送付時の本名と母国語よみのふりがな記載の徹底

　②小学校入学時からの指導の体系化と、中学・高校への進学時の連携強化

　③指導要録や卒業証書授与台帳など公簿類への本名と母国語よみのふりがな記載の徹底と、卒業証書への本名記載の徹底

　④在日外国人教育指導資料『本名指導の手引き』の継続有効活用
５．韓国・朝鮮にルーツを持つ日本籍および重国籍の子どもの実態を把握し、民族教育を保障してください。また、韓国系民族学校が一条校で生徒の国籍を問わないことを中学校進路担当者に周知するよう指導してください。
６．大阪府在日外国人教育研究協議会を支援してください。
Ⅱ　教育公務員

１．外国籍教員を積極的に採用し、本名使用を原則としてください。また、外国籍教員・講師が本名を使用するよう指導してください。

２．教員採用試験において、在日韓国人・在日外国人に係わる試験問題を出題してください。

Ⅲ　高等学校
１．人権教育推進体制とその取り組み内容を教えてください。

２．「進路担当説明会」時に、地方公務員・教員などの国籍条項が撤廃されていることや民族系奨学金制度などについて説明するよう継続指導してください。

３．「在日外国人生徒の進路追跡調査」の結果を明らかにし、企業の在日外国人に対する偏見や就職差別を根絶してください。

４．就職時に学校が企業に提出する「調査書」に本名を記入するよう指導してください。
５．外国青年招致事業（JETプログラム）による韓国語の指導助手（AKT）を、継続して招聘してください。
６．すべての府立高校に「韓国語」を開設するよう指導してください。
Ⅳ　民族学級など

１．歴史的な経緯を踏まえて、民族学級の継続と府費民族講師の身分を保障してください。

２．新学習指導要領の実施にあたり、現行の民族学級の授業が今後も支障なく行われるよう対策を講じるよう指導してください。

３．在日外国人が在籍するすべての小・中学校に民族学級を設置し、取り組みのない学校では総合学習の時間や人権学習時間を活用して民族学級の内容を取り入れるよう指導してください。

４．単位市外教主催で児童・生徒を対象とした地域の取り組みを実施するよう指導してください。

上記につきまして、当本部との恒常的な協議の場をもたれるよう要望いたします。
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